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ロシア連邦政府 

決定 

2023年10月12日付第1681号 

モスクワ 

 

2023年10月11日付ロシア連邦大統領令第771号の実施に係わる諸措置について 

 

 2023年10月11日付ロシア連邦大統領令第771号「特定のロシアの輸出業者による外国通貨の強制的売却に

ついて」を実施することを目的としてロシア連邦政府は以下のように決 定 す る ： 

 １．2023年10月11日付ロシア連邦大統領令第771号「特定のロシアの輸出業者による外国通貨の強制的売

却について」（以下、「大統領令」）により承認されたリストに記載されたロシアの輸出業者は以下を行

う： 

 a）2023年10月16日以降、非居住者との間で締結され、非居住者への商品の引渡、非居住者のための役務

の履行、非居住者へのサービスの提供、非居住者への知的活動の成果（それらに対する排他的権利を含む）

の譲渡を定めた外国貿易契約（以下、「外国貿易契約」）の条件にもとづいて受領した外国通貨の80％以上

を、以下の期限で公認銀行の自らの口座に入金する： 

 大統領令の発効日において定められた外国貿易契約の条件にもとづいて支払われるべき外国通貨を実際に

受領した日から60日以内、ただし大統領令の発効日において外国貿易契約によって定められた、非居住者に

よる商品、役務、サービス、情報および知的活動の成果に対する支払義務の履行期限内に； 

 大統領令の発効日後に締結された外国貿易契約にもとづく、非居住者への商品の譲渡、非居住者のための

業務の履行、非居住者へのサービスの提供、非居住者への情報および知的活動の成果の譲渡を行った日から

90日以内に； 

 b）ロシア連邦の国内通貨市場において、本項「a」号にもとづいて入金された外国通貨の90％を入金日か

ら14日以内に、ただし、外国貿易契約の条件にもとづいて得られる金額の50％以上を、上記の金額を受領し

た日から30日以内に、強制的に売却する； 

 c）自社の子会社（外国の法令にもとづいて設立され、ロシア連邦領外を所在地とする会社を含む）が、

外国貿易契約の条件にもとづいて受領した外国通貨を本項で規定された期限および金額により強制的売却す

る措置を実行するようはからう。 

 ２．ロシア連邦経済発展省はロシアの輸出業者を大統領令で承認されたリストに記載した件について３日

以内に当該の輸出業者に通告しなければならない。 

 ３．2022年３月６日付ロシア連邦政府決定第295号「ロシア連邦の財政的安定保障のための経済的性格の

追加暫定措置の実施を目的とした許可、および個別のロシア連邦大統領令によって定められるその他の許可

の、ロシア連邦における外国投資実施状況監督政府委員会による交付、ならびに上記の目的でのその他の権

限の行使の規則の承認、ならびにロシア連邦における外国投資実施状況監督政府委員会規程の変更について」

（ロシア連邦法令集、2022、第11号、掲載番号1689；第14号、掲載番号2260；第16号、掲載番号2669；第24

号、第掲載番号4056；第30号、掲載番号5638；第39号、第6625条；第46号、掲載番号8001；第52号、掲載番

号9647；2023、第13号、掲載番号2267；第27号、掲載番号4997）によって承認された、「ロシア連邦の財政
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的安定保障のための経済的性格の追加暫定措置の実施を目的とした許可、および個別のロシア連邦大統領令

によって定められるその他の許可の、ロシア連邦における外国投資実施状況監督政府委員会による交付、な

らびに上記の目的でのその他の権限の行使の規則」に以下の変更を加える： 

 a）第１項に以下を内容とする第「r」号を追加する： 

 「r）2023年10月11日付ロシア連邦大統領令第771号「特定のロシアの輸出業者による外国通貨の強制的売

却について」によって定められたロシアの輸出業者による、ロシア連邦の国内通貨市場における、外国通貨

で表記された要求を満足させるために当該のロシアの輸出業者が送金する外国通貨と同額の外国通貨の強制

的売却を行わない権利の行使。」； 

 b）以下を内容とする第13項の４を追加する： 

 「13-4．しかるべき権限を有する機関が文書化した小委員会の決定が、2023年10月11日付ロシア連邦大統

領令第771号「特定のロシアの輸出業者による外国通貨の強制的売却について」によって定められたロシア

の輸出業者による、ロシア連邦の国内通貨市場における、外国通貨で表記された要求を満足させるために当

該のロシアの輸出業者が送金する外国通貨と同額の外国通貨の強制的売却を行わない権利の行使に対する委

員会の許可、委員会の許可の交付の却下となる。」。 

 ４．ロシア連邦財務省はロシア連邦経済発展省の参加を得て本決定の実施に関する説明を行うものとする。 

 ５．本決定は2024年４月30日まで（同日を含む）有効とする。 

 

 

 ロシア連邦政府議長    M.ミシュスチン 

 


